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連結計算書類  連結貸借対照表（2026 年 3 月 31 日）   （単位：千円） 資 産 の 部 負 債 の 部 科 目 金 額 科 目 金 額 流動資産 7,954,730 流動負債 3,370,705 現金及び預金 3,567,421 営業未払金 347,340 受取手形及び営業未収入金 599,239 リース債務 1,129 棚卸資産 129,296 未払金 428,596 関係会社預け金 3,122,694 未払費用 429,776 前払費用 200,031 未払法人税等 204,448 その他 348,038 未払消費税等 215,512 貸倒引当金 △11,991 契約負債 44,597 固定資産 3,920,285 預り金 558,253 有形固定資産 249,562 従業員預り金 114,747 建物附属設備 1,091,861 賞与引当金 1,026,301 減価償却累計額 △876,319 固定負債 889,336 構築物 34,760 長期預り保証金 52,054 減価償却累計額 △24,218 リース債務 1,935 工具、器具及び備品 205,193 長期未払金 222,382 減価償却累計額 △203,238 退職給付に係る負債 551,749 リース資産 112,450 資産除去債務 61,213 減価償却累計額 △94,224   建設仮勘定 3,296   無形固定資産 1,010,720   のれん 477,897   顧客関連資産 34,639   商標権 264 負債合計 4,260,041 ソフトウエア 492,981 純 資 産 の 部 電話加入権 4,295 株主資本 7,607,224 その他 641 資本金 424,630 投資その他の資産 2,660,002 資本剰余金 324,630 投資有価証券 6,516 利益剰余金 6,857,964 営業保証金 1,125,000 その他の包括利益累計額 7,749 差入保証金 642,733 退職給付に係る調整累計額 7,749 長期前払費用 10,662   繰延税金資産 769,636   その他 105,453     純資産合計 7,614,973 資産合計 11,875,015 負債及び純資産合計 11,875,015   
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連結注記表  １．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 （１）連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 15 社 連結子会社名 ハウスコム東東京株式会社 ハウスコム西東京株式会社 ハウスコム東神奈川株式会社 ハウスコム西神奈川株式会社 ハウスコム埼玉株式会社 ハウスコム千葉株式会社 ハウスコム関東株式会社 ハウスコム静岡株式会社 ハウスコム東海株式会社 大阪ハウスコム株式会社 琉球ハウスコム株式会社 ハウスコムテクノロジーズ株式会社 株式会社シーアールエヌ ハウスコムコミュニケーションズ株式会社 エスケイビル建材株式会社  （２）非連結子会社の名称等  該当事項はありません。  （３）持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。  （４）連結子会社の事業年度等に関する事項  連結子会社のうち、株式会社シーアールエヌは 2026 年 1 月 1 日にハウスコム株式会社が吸収合併しております。この吸収合併に伴い、株式会社シーアールエヌは当連結会計年度において、2025 年 4 月 1 日から 2025 年 12月 31 日までの 9 ヵ月間を連結しています。  （５）会計方針に関する事項 １）重要な資産の評価基準及び評価方法 ① 有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 市場価格のないもの 移動平均法による原価法 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 商品 先入先出法による原価法 未成業務支出金 個別法による原価法 貯蔵品 最終仕入原価法  なお、貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によるものです。  ２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。 主な耐用年数は次のとおりです。 建物附属設備 2～18 年 構築物 8～20 年 工具、器具及び備品 3～20 年  
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② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しています。 ソフトウエア 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5～10 年）に基づいています。 顧客関連資産 その効果の発現する期間（7 年）に基づいています。 ③ リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 ④ 長期前払費用 均等償却によるものです。  ３）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 ② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しています。  ４）収益及び費用の計上基準 当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。 (1)不動産関連事業 不動産関連事業においては、顧客に対して、不動産仲介、広告・損害保険・各種サービス等を提供しており、当社及び連結子会社は顧客の代理人として不動産賃貸契約の仲介履行を行う義務を負っています。 当該履行義務は賃貸借契約が成立することが確実となった一時点で充足されるものであり当該時点において収益を計上しております。 代理人として取引を行っている不動産賃貸仲介業務については、取引価格を、顧客から受け取る対価の額から契約当事者に支払う額を控除した純額により算定しています。 (2)施工関連事業 施工関連事業においては、顧客に対して、リフォーム工事等の施工を提供しており当該顧客からの施工申込に基づき当該施工結果の引き渡しを行う義務を負っています。 当該履行義務は施工が完了し、引き渡す一時点で充足されるものであり、当該時点において収益を計上しています。 施工関連事業については、取引価格を、顧客から受け取る対価の額により算定しています。  ５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 ① 退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しています。 退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。  



- 6 - 

 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年）による定額法により費用処理しています。 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。 未認識数理計算上の差異の会計処理方法 未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。 小規模企業等における簡便法の採用 連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 （追加情報） 当社は、2026 年４月１日に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度への移行を行うことから、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第 1号 2016 年 12 月 16 日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 2007 年２月７日）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の終了の会計処理を行っております。  本移行に伴う影響額は、当連結会計年度の特別損失として 34,114千円計上しております。また、退職一時金制度から確定拠出年金制度への資産移換額は 296,451 千円であり、４年間で移換する予定です。  なお、当連結会計年度末時点の未移換額 296,451 千円は未払金及び長期未払金へ計上しております。  ② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 外貨建金銭債権は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 ③ のれんの償却方法及び償却期間 投資効果の発現する期間を合理的に見積もり、８～15 年間の定額法による償却を行っています。 ④ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。  ２．当期純損益金額  当期純利益 412,408 千円           


